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1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 1,525 △50.5 △479 ― △467 ― △503 ―
24年3月期 3,081 △18.9 81 △51.8 95 △48.4 82 △41.8

（注）包括利益 25年3月期 △502百万円 （―％） 24年3月期 82百万円 （△40.7％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 △9,751.00 ― △7.1 △6.1 △31.4
24年3月期 1,598.82 ― 1.1 1.2 2.6

（参考） 持分法投資損益 25年3月期  ―百万円 24年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 7,312 6,820 93.3 131,987.82
24年3月期 7,997 7,374 92.2 142,720.06

（参考） 自己資本   25年3月期  6,820百万円 24年3月期  7,374百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 324 △21 △55 3,870
24年3月期 466 △13 △132 3,623

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 51 62.5 0.7
25年3月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 51 ― 0.7
26年3月期(予想) ― 0.00 ― 700.00 700.00 25.8

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 1,500 112.8 20 ― 25 ― 15 ― 290.29
通期 4,000 162.1 220 ― 230 ― 140 ― 2,709.35



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第14条の７（会計方針の変更を会計上の見積りの変更と区別することが困難な場合）に該 
   当するものであります。詳細は、添付資料P.16「４．連結財務諸表(5)連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更等）」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 有
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 51,673 株 24年3月期 51,673 株
② 期末自己株式数 25年3月期 ― 株 24年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 51,673 株 24年3月期 51,673 株

（参考）個別業績の概要 

平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 1,525 △50.5 △478 ― △466 ― △502 ―
24年3月期 3,081 △18.9 97 △46.2 112 △41.2 99 △43.1

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 △9,732.99 ―
24年3月期 1,927.21 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 7,285 6,781 93.1 131,246.33
24年3月期 7,959 7,335 92.2 141,960.56

（参考） 自己資本 25年3月期  6,781百万円 24年3月期  7,335百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、リスクや不確実な要素を含
んでおり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではありません。実際の業績等は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があることをご承
知おきください。なお、業績予想の見通しについては、添付資料P.2「１．経営成績・財政状態に関する分析(1)経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

   当連結会計年度における我が国経済は、輸出環境の改善や経済対策、金融政策の効果などを背景に景気回復への

  兆しが見られるものの、全体として設備の過剰感がなお解消されておらず、また、世界経済を巡る不確実性は依然

  として高く、引き続き厳しい状況が続きました。 

  一方、当社グループの主要顧客が属するデジタル家電業界においても、設備投資の下げ止まりは一部にでてきて

 いるものの、全体としては投資が抑制される状況で推移いたしました。 

  このような事業環境の下、当社グループは携帯機器用や産業用のフラットパネルディスプレイやカメラ用撮像素

 子モジュール関連などの他に、ＬＥＤ関連や二次電池関連及びＭＥＭＳ（Micro Electro Mechanical Systems）関

 連などの新規の商談に対応した受注活動に積極的に注力してまいりました。 

  しかしながら、設備投資の抑制の影響が大きく、受注活動を強化してまいりましたものの当連結会計年度の売上

 計上に十分に繋がらず、当社グループの当連結会計年度の売上高は、15億２千５百万円（前連結会計年度比50.5％

 減）となりました。 

  これを製品別にみますとＦＰＤ（フラットパネルディスプレイ）関連装置では、４億５百万円（前連結会計年度

 比78.7％減）、半導体関連装置他では、カメラ用撮像素子モジュール関連の売上などにより11億２千万円（前連結

 会計年度比4.9％減）となりました。 

  その結果、利益面におきましては、売上高の減少や原価率の悪化などにより、営業損失は４億７千９百万円（前

 連結会計年度は営業利益８千１百万円）、経常損失は４億６千７百万円（前連結会計年度は経常利益９千５百万 

 円）、当期純損失は５億３百万円（前連結会計年度は当期純利益８千２百万円）となりました。      

  

   （次期の見通し） 

   事業環境は引き続き不透明感を強める状況にありますが、国内外の既存顧客に対する継続的な受注活動と併せて、

  新規顧客に対する受注活動を積極的に進めてまいります。当社グループの次期の連結業績は、売上高は40億円、営業

  利益は２億２千万円、経常利益は２億３千万円、当期純利益は１億４千万円の見通しとしております。 

  

(2）財政状態に関する分析 

   当社グループ事業の財政状態に関する特徴は次のとおりであります。 

   ・当社グループの事業はカスタマイズ製品の受注生産であり、製品在庫を保有しておりません。設計・製造から据

    付調整までの期間は平均的には４～５か月でありますが、これを大きく超える場合もあります。生産に要する資

    材等は受注した物件ごとに手配・調達・生産に投入しております。また、仕入債務は当社所定の条件によって支

    払っております。したがって、仕掛品残高・仕入債務残高は物件の納期・生産スケジュールによって大きく増減

    します。 

   ・当社の売上債権残高は、物件の引渡時期と回収条件に大きく左右されます。大型物件の場合には着工から売上代

    金の回収までに１年を超えることもあり、多額の運転資金が必要となることがあります。 

    当連結会計年度の売上高は、15億２千５百万円で前連結会計年度比15億５千５百万円減少し、当連結会計年度末

   の売上債権は、前連結会計年度末比11億１千５百万円減少しております。 

    また、たな卸資産については、前連結会計年度末比２億２千万円増加し、仕入債務は前連結会計年度末比７千５

   百万円減少しております。 

    これらの結果、総資産は前連結会計年度末に比べ６億８千５百万円減少の73億１千２百万円に、負債は前連結会

   計年度末比１億３千１百万円減少の４億９千１百万円に、純資産は前連結会計年度末比５億５千４百万円減少の68

   億２千万円となり、自己資本比率は92.2％から93.3％へと増加しております。 

  

１．経営成績・財政状態に関する分析
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    ① 当連結会計年度末における連結ベースの資産及び純資産の状況 

      現金及び預金 38億７千万円  （前連結会計年度末比 ２億４千７百万円増） 

      売上債権   ８億１千３百万円（前連結会計年度末比 11億１千５百万円減） 

      たな卸資産  ６億２百万円  （前連結会計年度末比 ２億２千万円増） 

      有形固定資産 19億３千８百万円（前連結会計年度末比   ５千１百万円減） 

      総資産     73億１千２百万円（前連結会計年度末比 ６億８千５百万円減） 

  

      仕入債務   ２億８千万円  （前連結会計年度末比   ７千５百万円減） 

      純資産    68億２千万円  （前連結会計年度末比 ５億５千４百万円減） 

      自己資本比率   93.3%    （前連結会計年度末比  1.1ポイント増） 

   

    ② キャッシュ・フローの状況 

      当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年 

     度末に比べて２億４千７百万円増加し、38億７千万円となりました。  

      当連結会計年度における、各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

    （営業活動によるキャッシュ・フロー）    

     営業活動の結果、獲得した資金は３億２千４百万円(前連結会計年度は４億６千６百万円の獲得)となりまし 

    た。 

     これは、主に税金等調整前当期純損失４億６千５百万円に対し、売上債権の減少11億１千５百万円、たな卸資

    産の増加２億２千万円、仕入債務の減少７千５百万円等によるものであります。  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー）  

     投資活動の結果、使用した資金は２千１百万円(前連結会計年度は１千３百万円の支出)となりました。 

     これは主に有形固定資産の取得による支出１千８百万円等によるものであります。  

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     財務活動の結果、使用した資金は５千５百万円(前連結会計年度は１億３千２百万円の支出)となりました。 

     これは主に配当金の支払による支出５千２百万円等であります。 

  

    （参考） キャッシュ・フロー関連指標の推移  

 （注）１ 各指標はいずれも連結の財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

      自己資本比率          ：自己資本／総資産 

      時価ベースの自己資本比率    ：株式時価総額／総資産 

      債務償還年数          ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

      インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

    ２ 平成22年3月期及び平成23年3月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシ

     ュ・フローがマイナスであるため記載しておりません。  

    ３ 平成21年3月期の債務償還年数は、有利子負債がなくなったため記載しておりません。 

    ４ 平成24年3月期及び平成25年3月期の債務償還年数及びインタレスト・カバレッジ・レシオは、有利子負債及

     び利払いがないため記載しておりません。  

    ５ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業キャッシ 

     ュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いております。 

  

  

   平成21年3月期  平成22年3月期  平成23年3月期  平成24年3月期  平成25年3月期 

 自己資本比率(％) 79.9 91.0 89.2 92.2 93.3

 時価ベースの自己資本比率(％)  46.8 57.4 54.9 40.3 37.1

 債務償還年数(年)  －  － － － － 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍)     7,848.6     － － － － 
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   当社は、経営体質の強化と今後の事業展開を踏まえた内部留保等を総合的に勘案し、安定的かつ継続的な配当を 

  行うことを基本方針としております。 

   当社は、中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回 

  可能ですが、内部留保を考慮し、現時点では期末配当の年１回としております。 

   中間配当については取締役会が、期末配当については株主総会が決定機関であります。 

   当事業年度の剰余金の配当は、上記の方針に基づき、期末配当として１株につき普通配当1,000円とする予定で 

  す。 

   また、内部留保については、経営体質の強化及び設備投資等、将来の事業展開に備えることとしております。 

 なお、次期の配当につきましては、次期業績を鑑みて１株につき700円とする予定です。  

  

(4）事業等のリスク 

 当社グループが製品を提供しているＦＰＤ業界やＩＣカードやＩＣタグなどの半導体業界は、技術革新、競争が非

常に激しく、将来の事業環境を予測するのは困難であります。上記事業戦略とも関連し、当社グループが認識してい

る、現在及び将来の業績や財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスク要因を、以下に記載いたします。 

 なお、本項中の記載内容については、当連結会計年度末現在において、当社が判断したものであります。 

  

① 事業環境について 

(イ) 市場環境の変化による、失注、受注取消しの可能性 

 当社グループの関連するＦＰＤ業界は、グローバル競争の中で、需要と供給のバランスに依存した市場規模の

拡大・縮小の現象も存在するため、それらに対する対応が必要になることも予想されます。 

 また、薄型テレビや携帯機器向けに現在製品化されている液晶ディスプレイやプラズマディスプレイパネルに

加えて有機ＥＬ等、新しい技術、方式による製品の展開も積極的に推進しております。当社は、このいずれの方

式にも対応できますが、多様な製品が登場することで競争が激化し、顧客企業の優勝劣敗が進んだ場合は、失注

や受注取消し等により当社グループの経営成績は影響を受ける可能性があります。 

  

(ロ) カントリーリスク等、海外市場環境の影響 

 当社グループの海外向け販売は、原則邦貨建て取引としており、為替レートの変動による直接的な影響を受け

にくい体質となっております。しかし、急激な為替変動や政治的緊張等により、現在当社グループの主要な輸出

先である中国、台湾等の経済状況が変化した場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(ハ) 金融市場、資材価格変動等による影響 

 当社グループの製品受注は、ＦＰＤパネル製造のモジュール工程を一括ライン受注するなど、大型となること

があります。このため、納期の長期化、仕掛り在庫の増加に伴う資金調達が課題であり、金利が上昇した場合

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 また、原油や素材等の価格高騰が続いた場合は、当社グループの製品を構成する主要部品の価格上昇や、調達

遅延の生じる可能性があります。このような場合、当社グループの製品原価の上昇や納期遅延につながり、当社

グループの業務推進や業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ニ) 特定顧客への売上の依存 

 当社グループの事業は、特定の顧客に対する売上の依存が高くなる傾向にあります。現在、これらの顧客との

関係は円満な状況にあり、当社グループは今後も安定的な取引関係の維持・継続に努めていく方針であります。

しかしながら、今後これらの顧客企業の経営戦略や事業方針の転換で、契約が解約された場合や、契約条件が変

更された場合などには、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 
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② 新製品開発、事業の強化について 

(イ) 新規分野への展開 

 当社グループは、事業の強化のため半導体関連分野など、新規分野の製品を育成しております。このためには

研究開発力や技術力の向上が必要となりますが、一方では、新規分野の顧客が何を望んでいるかの情報の収集も

重要であります。当社グループの強みは、顧客の要望を具現化するカスタマイズ製品を提供できる点にあると考

えており、これにより顧客情報を収集するノウハウを蓄積してまいりました。しかし、今後の新規分野において

は、的確かつ競争力のある製品を、タイムリーに上市できる保証はなく、魅力のある製品を創出できない場合

は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ロ) 技術力の向上、技術者の確保 

 当社グループが提供する実装装置は、技術革新の激しいデジタル製品の製造工程で使用されているため、技術

力の向上が重要となります。当社グループは機械・電気の設計技術力が最も重要な会社資産と考え、技術者を当

社グループ従業員中心にまかなってまいりました。今後も、現在在籍している技術者の技術力向上は勿論、高い

能力を有する技術者の新規採用も重要な課題として取り組んでまいります。 

 しかし、優秀な技術者を十分かつ適時に確保ができなかった場合、及び社内の有能な技術者が流出してしまっ

た場合には、今後の事業展開に制約を受けることとなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ハ) 生産体制の整備 

 当社グループの製造・組立部門では、受注規模の状況により外注委託業者からの人員を受け入れることで生産

のアップダウンに対応し、固定費の削減を図っております。当社グループが取り扱う製品の多くがカスタマイズ

製品であるため定型的な作業とはならず、また、組立後の調整まで担当するため、装置全体の仕組みを理解する

スキルが求められます。外注委託業者からもスキルのある人員を受入れ、技術指導の強化によるスキルの維持・

向上を図っております。このように、製造・組立のスキルあるエンジニアの確保が必要かつ十分に確保できない

場合は、業務遂行に支障をきたし、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(ニ) 製品品質、納期 

 当社グループは一部の標準製品を除き、顧客の仕様に沿う形でカスタマイズ製品を提供しております。当社は

ISO9001の認証取得を通じ、品質保証体制の充実を図ってまいりましたが、当社グループの製品は顧客仕様に基

づくカスタマイズ製品であり、高い精度が要求されるため、予期せぬ不具合や設計変更等により、納期の遅延や

手直し等が伴うことがあります。このような場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

③ 財政状態について 

  当社グループの事業はカスタマイズ製品の製造・販売であり、顧客の要望を具現化するための設計に時間を要し

 ます。さらに、ＦＰＤパネル製造のモジュール工程を一括ライン受注することもあり、設計・製造から据付・立上

 げまでの期間が長くなることもあります。平均的には受注から納入まで４～５か月でありますが、これを大きく超

 える場合もあります。 

  受注から売上債権の回収までが長期化する一方で、仕入債務の支払は調達の都度発生するため、運転資金の確保

 が重要な課題であります。このため、大型物件の契約条件によっては、運転資金を借り入れることが必要となるこ

 ともあり、金利動向等金融情勢が変化した場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

 ります。 

  また、これに対処するため工期の短縮化などに取り組んでおりますが、当社グループの財政状態によっては資金

 需要に対応できなくなる可能性があります。 
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④ 重要事象等  

  当社グループは、当連結会計年度において、売上高が前年同期と比較して著しく減少しており、営業損失、経常

 損失、当期純損失を計上しております。これにより、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状

 況が存在しております。しかしながら、当該事象又は状況を解消するためＬＥＤ関連や二次電池関連及びＭＥＭＳ

 関連などの新規分野での受注活動を進めていること並びに当連結会計年度において有利子負債はなく、十分な現金

 及び預金残高があり、資金繰り懸念もないこと及び当連結会計年度末現在において純資産残高68億２千万円、自己

 資本比率93.3％と十分な財務体質の基盤を有することから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められな

 いと判断しております。  

  

⑤ その他のリスク 

 当社の生産設備は、埼玉県入間市に集中所在しております。この地域において当社の想定を超える地震等の自然

災害が発生し、工場の生産能力が減少若しくはなくなった場合には、当社グループの事業の推進に直接影響を及ぼ

す可能性があります。その他、世界及び各地域における経済環境、自然災害、戦争、テロ、感染症等の不可抗力、

金融・株式市場、仕入先の供給体制等によって、事業の推進及び業績に影響が生じる可能性があります。 

   

  

当社の親会社は大崎電気工業㈱であり、主に電気機械器具製造業を営んでおります。 

 連結子会社の㈱オー・イー・シー金沢は製造の一部を担当しており、資材の購入は、当社が一括して行い支給して

おります。同社で製作された仕掛品は当社に搬入され、組立、調整等を行い製品として完成させております。 

 したがって、㈱オー・イー・シー金沢は、当社グループの一生産拠点として位置付けられます。 

   

［事業系統図］  

 以上述べた内容を事業系統図によって示すと、以下のとおりとなります。 

 
  

   

２．企業集団の状況
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(1）会社の経営の基本方針 

   当社グループは、『創造し成長する』をモットーに、お客様の満足度を向上させていただくことを経営の基本方針

  としており、差別化コア技術の強化・創出及び経営基盤の改善・定着を図り、顧客価値の最大化と企業価値の着実な

  向上を目指し、社会の発展に貢献していきます。   

   この企業姿勢を踏まえ、技術における優位性を更に強化し、主力製品として事業を牽引してまいりましたＦＰＤ関

  連装置を継続的・安定的に成長させ、また、今後更に成長が期待できるファインピッチ実装などの半導体関連装置市

  場において、お客様の満足度を向上させることを狙いとした新規事業展開を積極的に推進し、実装装置業界の中での

  リーディングカンパニーを目指してまいります。   

   以上の方針の下、健全で安定的な財務・収益体質の強化を図り、企業価値の向上を目指していきます。  

   

(2）目標とする経営指標 

   当社グループは、お客様との価値感を共有した信頼関係構築の下、安定的な成長を図り、経営指標としては、売上

  高、収益性を重視し、その向上に努めてまいります。 

   

(3）中長期的な会社の経営戦略 

   当社グループは、ＦＰＤ関連やＩＣカード関連などで培ってきたファインピッチ実装技術やカスタム化設備技術な

  どのコア技術を更に強化、拡大し、このコア技術を効果的に発揮できる新規分野への展開拡大を中長期的な経営戦略

  としております。 

   上記の経営戦略を基に、以下の重点的な取組みを推進してまいります。   

  ① ＦＰＤ関連装置の分野では、薄型テレビや携帯電話などデジタル家電関連の分野向けと併せて、車載用や公共用

   のディスプレイなど需要が拡大している分野向けの展開を強化します。   

  ② 半導体関連装置他の分野では、ＩＣカードなどの他に、一眼レフカメラ用や車載用カメラなどに使用されるセン

   サーデバイス向け、ＭＥＭＳなど高付加価値の特殊デバイス向け、並びに、リチウムイオン電池や有機ＥＬ照明な

   ど今後の伸長が期待される環境・エネルギー関連向けなどの成長分野への積極的な展開を目指します。   

   

(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループの主要顧客が属するデジタル家電を中心とした市場においては、生産拠点の中国、アジア地区へのシ

フトも相まって、取り巻く事業環境に変化が出てきている状況下にあり、既存製品の競争力強化、新製品・新事業の

展開、生産体制及び販売・サービス体制の強化をもとにした受注活動の推進が求められております。このような状況

を踏まえて、継続的・安定的な収益基盤の構築を目指し、以下の課題への対処をしてまいります。 

① 製品競争力の向上  

   消費者の製品に対する趣向の多様化、技術進歩の加速化の中で、製品の性能面、機能面や価格面での差別化競争

 がグローバル化の拡大とともに激化しております。 

  製品の性能、機能などの付加価値向上への対応として、ＦＰＤ関連装置においては、高精細化される携帯機器用

 の小型表示器などを狙いに、また、半導体関連装置他においては、ファインピッチ実装技術などのコア技術の横展

 開による成長市場、新市場の開拓を推進します。  

  さらに、製品の価格競争力向上への対応として、製造装置のユニット標準化などによるコスト低減、生産タクト

 短縮などの性能向上を図り、製造装置としてのコストパフォーマンス向上と納期短縮化を目指します。  

② 新製品・新事業展開の推進  

   既存製品の性能、機能及び価格での競争が激化していく中で、新製品の展開による新たな需要の開拓やＦＰＤに

 続く柱となる新事業の創出が重要になっております。 

  今後、用途拡大が予想されるＩＣカード、ＩＣタグの他に、高精細化が求められているカメラ用撮像素子モジュ

 ール、ＬＥＤ照明モジュールなどの成長製品、その他微細電子部品や光学部品の複合実装など新市場向け製造装置

 の開発と事業展開を強化します。 

  また、新規受注を確保するための接合技術やシステム化技術などのコア技術の更なる強化と拡充を推進します。

３．経営方針
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③ 生産体制の強化  

   製品の競争力向上と併せて、需要の変動が大きい市場環境の中で、更なる効率的な生産体制への対処が課題で 

 す。生産規模の変動への対応としての工場スペースの効率的運用、生産技術力の向上、協力会社との連携を含めて

 コスト、納期及び品質の更なる改善を図ります。  

④ 販売・サービス体制の強化  

   今後の厳しい環境を乗り切るためには、販売、サービス体制の強化が必須です。そのため、新規受注の獲得、 

 技術提案力の向上及び販売後の技術サポートに注力してまいります。 

  既存顧客に対する受注活動の推進と併せて、新規顧客からの受注拡大を狙いとした販売・サービス体制を強化 

 し、お客様の満足度向上を図ってまいります。  

⑤ 財務体質の強化  

  受注から売上債権の回収に至るリードタイムを考慮した運転資金の効率化が課題となっています。 

  設計生産性向上、製造工期短縮、検収の短期化などを推進し、キャッシュ・フローの改善を図り、安定的で効率 

 的な財務基盤の構築を推進します。  
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４．連結財務諸表 
(1) 連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,623,238 3,870,795

受取手形及び売掛金 1,929,133 813,612

仕掛品 365,471 588,853

原材料 16,437 13,228

繰延税金資産 33,683 －

その他 14,153 50,529

貸倒引当金 △15,000 △800

流動資産合計 5,967,117 5,336,218

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,753,135 1,753,776

減価償却累計額 △826,313 △873,977

建物及び構築物（純額） 926,821 879,799

機械装置及び運搬具 232,415 234,838

減価償却累計額 △200,888 △216,013

機械装置及び運搬具（純額） 31,527 18,824

土地 1,013,925 1,013,925

建設仮勘定 498 12,847

その他 97,957 102,899

減価償却累計額 △81,359 △90,038

その他（純額） 16,597 12,860

有形固定資産合計 1,989,369 1,938,256

無形固定資産 5,392 6,266

投資その他の資産   

投資有価証券 10,832 13,293

繰延税金資産 188 －

その他 24,750 18,019

投資その他の資産合計 35,771 31,312

固定資産合計 2,030,533 1,975,835

資産合計 7,997,651 7,312,054
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 356,184 280,591

未払法人税等 9,023 7,713

未払消費税等 23,341 2,466

賞与引当金 31,756 33,623

製品保証引当金 27,733 16,784

その他 69,581 68,175

流動負債合計 517,620 409,355

固定負債   

役員退職慰労引当金 102,420 79,449

その他 2,837 3,043

固定負債合計 105,257 82,492

負債合計 622,878 491,847

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,684,420 1,684,420

資本剰余金 1,597,920 1,597,920

利益剰余金 4,097,376 3,541,840

株主資本合計 7,379,716 6,824,180

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △4,943 △3,973

その他の包括利益累計額合計 △4,943 △3,973

純資産合計 7,374,773 6,820,206

負債純資産合計 7,997,651 7,312,054
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(2) 連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
(連結損益計算書) 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

売上高 3,081,473 1,525,878

売上原価 2,498,514 1,543,809

売上総利益又は売上総損失（△） 582,958 △17,931

販売費及び一般管理費 501,426 461,855

営業利益又は営業損失（△） 81,532 △479,786

営業外収益   

受取利息 2,413 3,271

受取配当金 240 315

受取保険金 7,221 127

保険返戻金 1,832 2,726

受取地代家賃 1,236 3,328

その他 3,016 2,765

営業外収益合計 15,960 12,533

営業外費用   

コミットメントフィー 1,604 －

その他 665 －

営業外費用合計 2,269 －

経常利益又は経常損失（△） 95,223 △467,253

特別利益   

ゴルフ会員権売却益 － 1,895

特別利益合計 － 1,895

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

95,223 △465,358

法人税、住民税及び事業税 4,508 4,633

法人税等調整額 8,099 33,871

法人税等合計 12,607 38,505

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

82,615 △503,863

当期純利益又は当期純損失（△） 82,615 △503,863
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(連結包括利益計算書) 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

82,615 △503,863

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △41 969

その他の包括利益合計 △41 969

包括利益 82,574 △502,894

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 82,574 △502,894

少数株主に係る包括利益 － －
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(3) 連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,684,420 1,684,420

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,684,420 1,684,420

資本剰余金   

当期首残高 1,597,920 1,597,920

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,597,920 1,597,920

利益剰余金   

当期首残高 4,143,943 4,097,376

当期変動額   

剰余金の配当 △129,182 △51,673

当期純利益又は当期純損失（△） 82,615 △503,863

当期変動額合計 △46,566 △555,536

当期末残高 4,097,376 3,541,840

株主資本合計   

当期首残高 7,426,283 7,379,716

当期変動額   

剰余金の配当 △129,182 △51,673

当期純利益又は当期純損失（△） 82,615 △503,863

当期変動額合計 △46,566 △555,536

当期末残高 7,379,716 6,824,180

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △4,901 △4,943

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41 969

当期変動額合計 △41 969

当期末残高 △4,943 △3,973

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 △4,901 △4,943

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41 969

当期変動額合計 △41 969

当期末残高 △4,943 △3,973

純資産合計   

当期首残高 7,421,381 7,374,773

当期変動額   

剰余金の配当 △129,182 △51,673

当期純利益又は当期純損失（△） 82,615 △503,863

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △41 969

当期変動額合計 △46,608 △554,567

当期末残高 7,374,773 6,820,206
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成24年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成25年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

95,223 △465,358

減価償却費 90,241 81,986

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,547 △14,200

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,885 1,866

製品保証引当金の増減額（△は減少） 1,122 △10,948

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △8,979 △22,971

受取利息及び受取配当金 △2,653 △3,586

売上債権の増減額（△は増加） 287,659 1,115,521

たな卸資産の増減額（△は増加） 272,911 △220,173

仕入債務の増減額（△は減少） △304,703 △75,593

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,616 △20,874

その他 18,974 △40,597

小計 468,749 325,071

利息及び配当金の受取額 2,625 4,039

法人税等の支払額 △4,452 △4,482

営業活動によるキャッシュ・フロー 466,921 324,628

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,423 △18,989

無形固定資産の取得による支出 △2,100 △10,082

投資有価証券の取得による支出 △1,422 △1,491

その他 3,212 9,359

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,733 △21,204

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △129,449 △52,910

その他 △2,899 △2,957

財務活動によるキャッシュ・フロー △132,348 △55,867

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 320,838 247,556

現金及び現金同等物の期首残高 3,302,399 3,623,238

現金及び現金同等物の期末残高 3,623,238 3,870,795
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 該当事項はありません。 

   

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数  １社 

連結子会社の名称 

㈱オー・イー・シー金沢 

(2）主要な非連結子会社の名称等 

当社の子会社は、㈱オー・イー・シー金沢１社であり、非連結子会社はありません。  

  ２ 持分法の適用に関する事項 

 非連結子会社及び関連会社はありません。   

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。  

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

①  有価証券 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

   連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法によっております。（評価差額は、全部純資産直入法によ

 り処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

②  たな卸資産 

 ａ 仕掛品 

   個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 ｂ 原材料 

   移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。   

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く。） 

  定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備は除く。）については、定額法によっており

ます。 

  なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。  

②  無形固定資産（リース資産を除く。） 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。 

③  リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ 

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。    

(5) 連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）
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(3）重要な引当金の計上基準 

①  貸倒引当金 

  債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②  賞与引当金 

  従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③  役員賞与引当金 

  役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

④  製品保証引当金 

  製品のアフターサービス等に対する費用の支出に備えるため、過去の支出実績に基づき将来の支出見込額を

計上しております。 

⑤  役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

     (4）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

(5）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

    

 （減価償却方法の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度から、平成24年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これによる当連結会計年度の損益への影響は軽微であります。 

   

  

   １ 前連結会計年度まで貸倒引当金戻入額について営業外収益として表示しておりましたが、当連結会計年度から販

   売費及び一般管理費として表示する方法に変更いたしました。この変更は、表示区分の見直しを実施したものであ

   ります。又、この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

   この結果、組替えを行う前と比べて前連結会計年度の営業利益は、2,547千円増加しております。 

  

  ２ 前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取地代家賃」、「保険返戻金」 

   は、当連結会計年度において、営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しております。また、前連結 

   会計年度において区分掲記しておりました営業外収益の「還付加算金」については、金額的重要性が乏しくなった

   ため、当連結会計年度においては、「その他」に含めて表示しております。これらの表示方法の変更を反映させる

   ため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。この結果、前連結会計年度まで営業外収益の 

  「還付加算金」及び「その他」に表示しておりました145千円及び5,940千円は、「受取地代家賃」1,236千円、「保 

   険返戻金」1,832千円、「その他」3,016千円として組替えております。 

  

  

（会計方針の変更等）

（表示方法の変更）
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  連結会計年度末日満期手形 

  連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結 

 会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて 

 おります。 

   

１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

２ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  

  

   その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額  

     

（連結貸借対照表関係）

  
前連結会計年度 

（平成24年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成25年３月31日） 

受取手形 千円 27,195 千円 ―

支払手形  〃 21,327  〃 4,091

（連結損益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

 役員報酬  千円 99,900 千円 86,400

 従業員給料手当・賞与  〃 143,427  〃 150,992

 役員退職慰労引当金繰入額  〃 13,920  〃 12,030

 賞与引当金繰入額  〃 5,936  〃 5,324

 研究開発費  〃 28,443  〃 32,115

 貸倒引当金繰入額  〃 △2,547  〃 △14,200

前連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 

至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

千円 28,443 千円 32,115

（連結包括利益計算書関係）

  
前連結会計年度 

（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成24年４月１日 

至 平成25年３月31日） 

その他有価証券評価差額金： 

当期発生額 千円 △41 千円 969

組替調整額     ―   ―

税効果調整前 千円 △41 千円 969

税効果額   ―   ―

その他有価証券評価差額金 千円 △41 千円 969

その他の包括利益合計 千円 △41 千円 969
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前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  

２ 配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）   51,673  ―  ―  51,673

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月23日 

定時株主総会 
普通株式  129,182  2,500 平成23年３月31日 平成23年６月24日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 51,673 1,000 平成24年３月31日 平成24年６月28日

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株）   51,673  ―  ―  51,673

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成24年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  51,673  1,000 平成24年３月31日 平成24年６月28日

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 51,673 1,000 平成25年３月31日 平成25年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

現金及び預金 3,623,238千円 3,870,795千円 

現金及び現金同等物 3,623,238千円  3,870,795千円  
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前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）及び当連結会計年度（自  平成24年４月

１日  至  平成25年３月31日） 

  当社グループは、ファインピッチ実装技術を核とした製造装置等を開発・製造・販売する事業のみの単一

セグメントとなりますため、記載を省略しております。  

   

前連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

                                         （単位：千円）

  

２ 地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：千円）

 （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

      

(2）有形固定資産 

  該当事項はありません。   

  

      ３ 主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円）

     

（セグメント情報等）

ａ セグメント情報

ｂ 関連情報

  ＦＰＤ関連装置 半導体関連装置他  合計  

 外部顧客への売上高  1,903,234  1,178,238  3,081,473

日本 アジア  その他  合計  

 1,555,241  1,474,232  51,999  3,081,473

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 ＫＩＳＣＯ㈱  1,084,202 製造装置等の開発・製造・販売事業 

 キヤノン㈱  439,722 〃 

ナイテック・プレシジョン・アンド・テクノロジーズ㈱  402,750 〃 
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当連結会計年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日） 

１ 製品及びサービスごとの情報 

                                         （単位：千円）

  

２ 地域ごとの情報 

(1）売上高 

（単位：千円）

 （注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。 

      

(2）有形固定資産 

  該当事項はありません。  

  

      ３ 主要な顧客ごとの情報 

 （単位：千円）

     

該当事項はありません。  

  

    

該当事項はありません。  

  

  

該当事項はありません。  

  

    

  ＦＰＤ関連装置 半導体関連装置他  合計  

 外部顧客への売上高  405,586  1,120,291  1,525,878

日本 アジア  その他  合計  

 1,122,179  371,746  31,952  1,525,878

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名 

 キヤノン㈱  517,590 製造装置等の開発・製造・販売事業 

 ＫＩＳＣＯ㈱  286,830 〃 

ｃ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｄ 報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｅ 報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
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（注） １ 当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失金額であ 

    り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当た 

    り当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

 ２ １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。  

  

 （リース取引、有価証券、デリバティブ取引、企業結合等）  

  決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

   

（１株当たり情報）

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 

至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 142,720 06 円 銭 131,987 82

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期

純損失金額（△） 
円 銭 1,598 82 円 銭 △9,751 00

  
前連結会計年度 

（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成24年４月１日 

至  平成25年３月31日） 

当期純利益金額又は当期純損失金額（△）

（千円） 
 82,615  △503,863

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期純損

失金額（△）（千円） 
 82,615  △503,863

普通株式の期中平均株式数（株）  51,673  51,673

（重要な後発事象）
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